
Ｑ. 支援を受けたい・・・！
Ａ. 　連帯保証人となった日から６ヶ月以内に、まず登録をおこなってください。
　支援金が必要となった場合には、あらためて申請が
　必要となります。

Ｑ. 　この事業の対象者は誰になりますか・・・？ 滞納時 貸付・償還 滞納時

Ａ. 　給付申請時に児童養護施設の長であること。および、児童養護施設に措置を 借受人への督促 （*） 　連帯保証人への督促（＊）

　受けている（＊）または受けていた児童で、生活福祉資金の貸借契約締結時に （*） 督促の時期は各都道府県社協により異なります。

　２０歳未満の者の連帯保証人となった人。（＊借入申請時に、退所が確定した退所直前の児童）

Ｑ. 　どのように申請するのでしょう・・・？

Ａ. 　全養協に対して、所定の用紙で登録が必要です。 自立支援　　　

　事前に登録された案件において、連帯保証人（施設長）に対して督促状が発行された場合は、所定の用紙で
　全養協に給付の申請をしてください。　なお、給付の審査を行う「退所児童自立支援事業運営委員会」は年２回開催されます。 登録

Ｑ. 　給付が受けられる回数は・・・？ 　申請

Ａ. 　１案件１回限りです。

Ｑ. 　施行期間は・・・？

Ａ. 　平成１６年１０月１日から平成１８年３月３１日までに給付申請のあった案件に対し実施します。
給付

Ｑ. 　給付額はどのくらい・・・？

Ａ. 　各都道府県社協から連帯保証人に対して最初に発行された督促状の督促額の半額を給付します。

例）　生活福祉資金５００，０００円を月賦（償還期間３年）で貸付されたが、償還不可能で２００６年３月に自立支援金の申請をした場合

（＊償還督促の時期については、一般的な例です。）

２００４年 ２００５年 ２００６年

１０月 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ・・・・・・・・・・

据置期間 １４，５２０円 １４，５２０円 支払なし １４，５２０円 支払なし １４，５２０円 支払なし 支払なし １４，５２０円 １４，５２０円 支払なし 支払なし

（６ヶ月） ○ ○ ● ○ ● ○ ● ● ○ ○ ● ●

１４，５２０円×６ヶ月＝

８７，１２０円

給付額　４３，５６０円

【全養協】
半額を支援

全国児童養護施設退所児童自立支援事業って・・・？

児童養護施設を退所して、自立を目指す児童を積極的に支援する児童養護施設長に対
し、全国児童養護施設協議会より児童の自立支援（面談・訪問など）に必要な資金の一
部が提供されます。

各都道府県
社会福祉協議会

全国児童養護
施設協議会

借受人への
督促

借受人及び連帯

保証人への督促償還開始
生活福祉金貸付

自立支援金申請

借受人
（児童）

連帯保証人
（施設長）

連帯保証人になった日

から６ヶ月以内に！

督促された日から

１ヶ月以内に！

■必要書類■
①登録書
②貸付資金の貸付決定通知書の写し
③生活福祉資金借受児童援助計画書

■必要書類■
①自立支援金給付申請書
②都道府県社協会長からの督促状の写し
③生活福祉資金借受児童援助報告書

生活福祉資金の貸付については、
最寄の市区町村社会福祉協議会にお問合せください。




